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【要旨】
本稿は、石川県の市町の社会教育委員を対象とした意識調査の結果をもとに、地

域住民レベルでの大学に対する地域貢献への期待と、それには地域特性等が関係あ
るのかについて、また、そのような期待を考える要因の一端を探ったものである。
社会教育委員は、「学生の社会的貢献活動を推進する｣、「人間性豊かな人材を養成す
る｣、「実践に役立つ専門的知識・技能を有する人材を養成する｣、「実際的、または
実践に直結する研究を推進する｣、「幅広い教養を身につけた人材を養成する」こと
を相対的に高く期待している。また、社会教育委員が大学の地域貢献を考える要因
として、「自治体職員研修｣、「地域での教育活動等への人的支援｣、「地域における学
習機会の充実支援｣、「大学教育の開放｣、「地域課題への取組｣、「大学の研究活動」
の６因子が得られた。

l.本論文の目的
現在、大学は以前よりも直接的な社会貢献を求められるようになってきている。特に地

方の公立大学にあっては､その所在する地域に対する貢献が求められている｡具体的には、
地域課題に資する研究、学生の教育にもなる地域行事への参加、地方公共団体の各種委員
会委員などがあるが、地域の人に対する生涯学習支援も含まれる。
昨年度の本学会大会での阿部耕也他「大学一地域連携に関する諸要因の検討」（自由研究

部会I)によると、市町村レベルでは大学の社会貢献として「学生の社会貢献活動（ボラ
ンティア活動等）を推進すること」や、実践に役立つ、あるいは教養豊かな人材養成・育
成が優先的に求められている')。また、地域貢献としては「地域連携．交流」（地域連携．
交流とそれらを通した地域課題への対応した研究を行うなど)、「大学に向かう開放」（地域
の人が大学の行事等に参加するなど)、「地域へ向かう開放」（大学が大学外で講座を開いた
り、地域ニーズに対応した行事を行ったりするなど)、「人材育成｣、「資格、免許」という
５因子が抽出されることが報告されている。２）
これらは市町村レベルでの自治体の意識であるが、本稿では、地域住民レベルでどのよ
うな貢献を期待されているのか、それには地域特性等が関係あるのかについて、石川県の
市町の社会教育委員を対象とした意識調査の結果をもとにその一端を明らかにする｡また、
社会教育委員が大学の地域貢献を考える要因を探る。
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2.研究方法
本研究では、質問紙調査によってデータを収集し、分析する。
(1)調査の概要
1)調査目的
地域住民の、大学の地域貢献に関する意識を解明する。

2)調査内容
①大学による地域貢献に関する意識（30項目）

前掲、阿部他の先行調査での２９項目から、すでに石川県にはあるコンソーシアムの項
目を除き、石川県で検討されていた遠隔教育等の項目を加えた計30項目とした。具体的
には、大学における教育研究・人材養成、研究成果の公開に関すること、公開講座・講
演会等の開講に関すること、大学教員の専門を生かした委員会委員、生涯学習支援、自
治体職員への研修等に関すること、大学への社会人受入拡大、教育機会の拡大、資格・
免許取得支援に関すること､大学生の地域活動への参加､留学生との交流に関すること、
地域活性化のための取り組みに関すること、等である。（具体的な項目については、表５
を参照｡）
これらについて、大学の地域貢献としてどれほど「期待できるか」（「ほとんど期待し

ない」（評定値１)～「とても期待している」（評定値4)を、４段階評定により回答を求め
た。

②住んでいる地域にとって大学は身近であるか、その理由(自由記述）
③最近１年間の、地域における生涯学習支援活動の有無
④地域と大学との連携について及び本調査についての意見・感想等(自由記述）
⑤フェイスシート（年齢、性別、居住地、居住状況(三世代同居か等)）
3)調査対象と調査票の回収状況
①調査対象

石川県内の市町の平成２０年度社会教育委員(168名)の悉皆調査
なお、調査対象を社会教育委員としたのは、地域における社会教育の状況に詳しく、

また自分でも生涯学習支援活動をしている人が多いと考えられるためである。実際、下
記の表４のように活動を行っている人が多い。

②調査方法
郵送による配付回収法（配付にあたっては、市町の担当部課に調査票を封入した封筒を

送付、宛名書きと発送を依頼した。社会教育委員からの返送は郵送による｡）
③調査時期平成２１年２月
④回収状況回収数１１５（回収率68.5％）
⑤回答者の属性

表１～４に示す通りである。年齢構成としては６０歳代が多く、５０歳代以上がほとん
どである。性別で見ると、やや男性が多い。この１年間で、「グループでの地域づくり活
動や生涯学習活動」を支援した経験がある人が半数を超えており、「自治会、子ども会など
居住地域単位の活動や生涯学習活動」など地域における活動を行っている人が多い。
なお、石川県は金沢市を境として、能登（奥能登、中能登）地域、加賀地域にわけて考
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えられることが多い（金沢市は加賀地域に含まれる)。さらに、能登地域は、金沢市に近い
中能登地域と能登半島の先端にある珠洲市を含む奥能登地域では地域特性が違うため、本
稿では、居住地域として奥能登、中能登、加賀の３地域を設定した。

炎 ３ 居 住 地 域表 ２ 性 別 構 成表 １ 年 齢 構 成
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Fども会など居住地域単位の活動や生涯学習活動
を中心とする地域づくり活動や生涯学習活動
のグループでの地域づくり活動や生涯学習活動
カルチャーセンター等の施設で開かれている講座､講演全
での生涯学習活動(例:茶道やピアノなど個人宅で教える

雫酢

3．社会教育委員が期待する地域貢献
まず、社会教育委員の期待する地域貢献はどのようなものかをみておくことにする。

(1)評定値から見た期待度(順位）
本調査では、大学による地域

貢献の各項目に対する社会教育
委員の期待度については、表５
の通りであった。表は評定平均
値を示し、値の高いものから順
に並べ替えたものである。
前掲の阿部らによる市町村調

査の結果と比較してみると、上
位５位までのうち４項目が共通
していた。阿部らの調査では、
上位５位までは「学生の社会的
貢献活動を推進する｣、「実践に
役立つ専門的知識・技能を有す
る人材を養成する｣、「幅広い教
養を身につけた人材を養成す
る｣、「人間性豊かな人材を養成
する｣、「公開講座を実施する」
であったが、このうちの「公開
講座を実施する」は今回の調査
では下位６位であった。３）

表５ 評定値からみた期待度順位
項 目

学生の社会貢献活動(ボランティア活動等)を推進する
人間性豊かな人材を養成する
実践に役立つ専門的知識･技能を有する人材を養成する
実際的、または実践に直結する研究を推進する
幅広い教養を身につけた人材を養成する
学生が専門を生かして､小･中学校等の授業を手伝う
中学･高校生を対象にした講演会やセミナーを実施する
生涯学習や教育の最新の動向等について情報提供する
地域の共通課題に、大学の学生･教職員が取り組む
基礎的､理論的な研究を推進する
地域の活性化のためのプログラムを開発･提供する
住民向けの講演会を実施する
大学教職員を県･市町へ講師や助言者として派遣する
資格や免許を認定する講習を実施する
地域住民が具体的課題について相談できる環境をつくる
市町に出向いて公開講座を行う
留学生と地域社会との交流を進める
地域文化を全国に発信する際の手助けをする
充実した公開講座を開講する
生涯学習の推進に関わる相談に対応する
学部、大学院で取得できる資格や免許を増やす
卒業生が仕事上の相談に訪れることができる環境をつくる
自治体職員や教員の研修の機会を大学が設ける
大学の社会人入学の定員を増やすこと
公開授業を実施する(一般の方が学部の授業を聴講する）
大学の授業を市町で受けられるように遠隔教育を実施する
大学の研究成果をわかりやすく住民に公開する
自治体職員や教員が、大学で定期的に研究をしたり研修を受ける
学部や大学院に夜間開講の授業を設ける
大学教職員が県･市町の各種委員会の委員を務める

評定平均
■■■■■■■■■■■■■■■■■

３．４４
３．３８
３．３７
３．２８
３．１６
３．１０
３．０９
３．０８
３．０４
３．０４
３．０１
３．００
２．９８
２．９４
２．９３
２．９３
２．９３
２．９２
２．９０
２．８９
２．８７
２．８５
２．８２
２．８０
２．７８
２．７６
２．７５
２．６９
２．６４
２．５０
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一方、下位５位までを見ると、先の調査では､他大学･短大との単位互換を進めること、
「自治体職員や教員が、大学で定期的に研究をしたり研修を受ける｣、「卒業生が仕事上の
相談に訪れることができる環境をつくる｣、「大学の社会人入学の定員を増やすこと｣、「学
部や大学院に夜間開講の授業を設ける」であった。上位に比べて市町村生涯学習推進担当
部課と社会教育委員の間には若干の違いがある。
この順位づけによって、相対的に社会教育委員が大学に何を特に望んでいるか、期待し

ているかが分かるが、これはあくまでも相対的に並べた結果であり、この順位そのものの
持つ意味については慎重に受け止める必要がある。例えば、最下位にある「大学教職員が
県・市町の各委員会委員を務める」ことは、それが不要である、期待していないことをす
ぐに意味するものではない。

(2)地域差
石川県の各地域は、それぞれ特有の歴史的・文化的背景を持ち、地理的状況も加わり、
各地域の活性化等に関する解決すべき課題は当然一様ではない。したがって、各地域はそ
の地域ならではの取り組みがなされているが、大学に対する期待については地域による顕
著な相違は認められない（表６)。これは各地域での取り組み全体に対して大学と関連する
取り組みは少なく、大学に対して期待することにさほど違いがないことは当然であるとも
考えられる。

表６評定値による地域差
暑唇舞霊婆淵砺蕊薑耐３．１２
３．２７
３．４４
３．２５
３．５０

２．６９
３．１７
３．２４
２．９６
３．２４

３．１６
３．３５
３．４４
３．２３
３．３４

基礎的､理瞼的な研究を推進する
実際的、または実践に直結する研究を推進する
人間性豊かな人材を養成する
幅広い教養を身につけた人材を養成する
実践に役立つ専門的知職･技能を有する人材を養成する
大学の研究成果をわかりやすく住民に公開する
充実した公開講座を閲簿する
市町に出向いて、公開簿座を行う
住民向けの講演会を実施する
中学･高校生を対霞にした簿演会やセミナーを実施する
大学教職員を市町へ瞬師や助言者として派遣する
大学教職員が市町の各種委員会の委員を務める
生涯学習や教育の最新の動向等について情報提供する
生涯学習の推進に関わる相談に対応する
自治体職員や教員の研修の機会を大学が設ける
自治体職員や教員が､大学で定期的に研究をしたり研修を受ける
大学の社会人入学の定員を増やす
学部や大学院に夜間開講の授業を設ける
大学の授業を市町で受けられるように遠隔教育を実施する
公開授業を実施する(一般の方が学部の授業を聴講する）
学部、大学院で取得できる資格や免許を増やす
資格や免許を認定する講習を実施する
学生が専門を生かして､小･中学校等の授業を手伝う
学生の社会貢献活動(ボランティア活動等)を推進する
留学生と地域社会との交流を進める
地域の共通課題に、大学の学生･教職員が取り組む
地域文化を全国に発信する際の手助けをする
卒業生が仕事上の相談に訪れることができる環境をつくる
地域の活性化のためのプログラムを開発･提供する
地域住民が具体的誤題について相談できる環境をつくる

２．６１
２．７５
２．９１
３．１０
２．９４

２．７１
２．６１
２．６４
２．８６
３．１４

２．８５
３．１５
３．１０
３．０４
３．１６

奥能登＝中能登く加賀
中能登く加賀

中能登く加賀３．１９
２．６３
３．１６
２-８８
２．８５

２．９０
２．４５
３．０６
２．９７
２．８４

２．７５
２．３２
２．９０
２．７９
２．６９

奥能登>中能登く加賀２．８１
２．６８
２．３９
３．００
２．６８

２．３６
２．６８
２．６６
２．６４
２．７５

２．７７
２．９３
２．８３
２．６６
２．８５

２．７９
２．８２
３．０３
３．４１
２．７９

２．８５
２．９１
３．２１
３．４７
３．１３

２．９７
３．０６
３．００
３．４１
２．７２
２．９７
２．９１
２．８５
３．０６
２．８４

２．８９
２．９３
２．８３
２．９０
２．９７

３．１６
２．９２
２．８３
３．００
２．９４

しかし、いくつかの項目で有意差が認められる。即ち、近隣に大学がある市町において
は大学との接触の機会が相対的に多いこともあり大学への期待が相対的に大きい。逆に言
えば、大学が遠方にしかない市町では、大学から支援を得ようと考えても現実的に困難で
ある事情から、期待していないことが窺える。その一方で、大学から離れている奥能登地
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域では、遠隔教育を活用した大学教育開放への可能性の期待が示されている。
なお、同一地域内でも市町によって人口密度、年齢構成（高齢者率、未成年者率など）

人口動態（人口増加率、社会移動率など）には違いがある。また、市町村合併による違い
もある。本研究ではそのような違いによる差についても検討したが、一部の項目について
有意差はあるものの、全体として解釈可能な結果は得られていない。これは、今回とりあ
げたような点での市町の違いによっては、大学の地域貢献に対する期待には差がないこと
を意味しているのかもしれない。しかし、この点についてはさらに検討しなければならな
いであろう。

(3)回答者の性差と年齢差
性差についても、表７のように「地域の共通課題に、大学の学生・教職員が取り組む｣、
「地域文化を全国に発信する際の手助けをする｣、「地域の活性化のためのプログラムを開
発・提供する」で見られたが、これらの地域の活性化を目指した取り組みに対する期待度
が男性により強い傾向が認められた程度で、あまり顕著な性差は認められなかった。

表７評定値による性差(社会教育委員）
■■■■■■■■■■■■■

有責姜項 目
塁礎飼、淫１
実際的、まブ
人間性豊か
幅広い教養
実践に役立
士･堂の研零
充実した公開講座を開講する
l』四Jヤー山ｌＲＪＶ。Ｌ，エ耳I刑謡唾さ１J̅ノ

庄民向けの講演会を実施する
中学･高校生を対象にした辮演会やセミナーを実施す
大学教職員を市町へ講師や助言者として派遣する
大学教職員が市町の各種委員会の委員を務める
生涯学習や教育の最新の動向等について情報提供す
生涯学習の推進に関わる相談に対応する
自治体職員や教員の研修の機会を大学が設ける
自治体職員や教員が､大学で定期的に研究をしたり研
大学の社会人入学の定員を増やす
学部や大学院に夜間開講の授業を設ける
大学の授業を市町で受けられるように遠隔教育を実施
公開授業を実施する(一般の方が学部の授業を聴講す
学部､大学院で取得できる資格や免許を増やす
資格や免許を認定する講習を実施する
学生が専門を生かして､小･中学校等の授業を手伝う
学生の社会貢献活動(ボランティア活動等)を推進する
留学生と地域社会との交流を進める
地域の共通課題に､大学の学生･教職員が取り組む
地域文化を全国に発信する際の手助けをする
卒業生が仕事上の相談に訪れることができる環境をつ
地域の活性化のためのプログラムを開発･提供する
地域住民が具体的課題について相談できる環境をつく

-

一

女
女
う

う

男
男

･男>女

ロ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

回答者の年齢としては、先に示すように５０歳代以上の者が多い。年齢段階による相違
としては、５０歳代よりも６０歳代の者の方が「生涯学習や教育の最新の動向等について情
報提供する」等、生涯学習に関する指導的役割、「自治体職員や教員の研修の機会を大学が
設ける」等、地域の職員に対する指導的役割、「地域の活性化のためのプログラムを開発・
提供する」ことについて、より期待している。他方「学部や大学院に夜間開講の授業を設
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ける」については逆に５０歳代の者の方が期待しており、
とすることへのより強い期待が窺われる。（表８）

働きながら大学教育を受講可能

表８評定値による年齢差
項 目

４０＜ｂＬ
１０＜偶Ｃ幅広い教養を身につけた人材を養成する

夫疎に1文』L一Ｊ辱門廿ｿ大u趣・蚊龍を有す勺人凋を餐成了
大学の研究成果をわかりやすく住民に公開する
充実した公開講座を開講する
市町に出向いて､公開講座を行う
住民向けの識演会を実施する
中学･高校生を対象にした講演会やセミナーを実施す
大学教職員を市町へ講師や助言者として派遣する
大学教職員が市町の各種委員会の委員を務める
生涯学習や教育の最新の動向等について情報提供す
生涯学習の推進に関わる相談に対応する
自治体職員や教員の研修の機会を大学が設ける
自治体職員や教員が､大学で定期的に研究をしたりＷ
大学の社会人入学の定員を増やす
学部や大学院に夜間開講の授業を設ける
大学の授業を市町で受けられるように遠隔教育を実施
公開授業を実施する(一般の方が学部の授業を聴講す
学部､大学院で取得できる資格や免許を増やす
資格や免許を認定する講習を実施する
学生が専門を生かして､小･中学校等の授業を手伝う
学生の社会貢献活動(ボランティア活動等)を推進する
留学生と地域社会との交流を進める
地域の共通課題に､大学の学生･教職員が取り組む
地域文化を全国に発信する際の手助けをする
卒業生が仕事上の相談に訪れることができる環境をつ
地域の活性化のためのプログラムを開発･提供する
仙域件民が具体的誤顕について相談できる環埼存つく

-

4.社会教育委員の大学の貢献項目に関わる要因の分析

(1)大学の地域貢献への期待の因子構造
次に、先行研究と同様に４)、本稿でも、

探るために、因子分析を行った。この際、
次に、先行研究と同様に４)、本稿でも、社会教育委員が大学の地域貢献を考える要因を

探るために、因子分析を行った。この際、３０項目の内、いずれの因子にも十分な因子負荷
量を示さなかったものや、因子負荷量が１以上となる等、不適切な６項目を除外し、再度
分析した結果、表９の６因子構造が得られた(最尤法、因子軸の回転はプロマックス法)。
なお、除外した項目には、表５で順位の高かった「人間性豊かな人材を養成する」など

の豊かな人間性を持った人材養成、資格や免許取得のための配慮などが含まれているが、
これらはここでの因子分析に適していなかっただけであり、言うまでもなく、項目として
不適切であることを示してはいない。
まず、第１因子は、「自治体職員や教員の研修の機会を大学が設ける｣、「自治体職員や

教員が、大学で定期的に研究をしたり研修を受ける｣、「生涯学習の推進に関わる相談に対
応する｣、「地域文化を全国に発信する際の手助けをする｣、「生涯学習や教育の最新動向に
ついて情報提供する」の５項目で構成されている。自治体職員等の資質を高めることに関
する項目が高い負荷量を示しており、ここでは「自治体職員研修」と命名する。この因子
では、自治体職員の資質を高めることに加えて、各地域における具体的な取り組みに対し
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て何らかの分担をすることも含まれていると考えられるであろう。
表９地域貢献への期待度の因子構造（最尤法､ﾌﾛﾏｯｸｽ法）

項 目
'５自治体職員や教員の研修の機会を大学が設ける
'６自治体職員や教員が、大学で定期的に研究をしたり研修を受ける
'４生涯学習の推進に関わる相談に対応する
２７地域文化を全国に発信する際の手助けをする
'３生涯学習や教育の最新の動向等について情報提供する
２３学生が専門を生かして､小.中学校等の授業を手伝う
２４学生の社会貢献活動(ボランティア活動等)を推進する
２５留学生と地域社会との交流を進める
'’大学教職員を市町へ講師や助言者として派遣する
５実践に役立つ専門的知識・技能を有する人材を養成する
'０中学･高校生を対象にした講演会やセミナーを実施する
８お住まいの市町で､公開講座を行う
９住民向けの講演会を実施する
７充実した公開講座を開講する
'８学部や大学院に夜間開講の授業を設ける
'７大学の社会人入学の定員を増やす
'９大学の授業を市町で受けられるように遠隔教育を実施する
２０公開授業を実施する(一般の方が学部の授業を聴講する）
３０地域住民が具体的課題について相談できる環境をつくる
２９地域の活性化のためのプログラムを開発.提供する
２８卒業生が仕事上の相談に訪れることができる環境をつくる
２６地域の共通課題に､大学の学生.教職員が取り組む
２実際的､または実践に直結する研究を推進する
’基礎的､理論的な研究を推進する

Za2

Ｖ
■■■■■■■■■■■■■-．１７１
-．１８２

．０４０
．l７８
．１４１
-．０７２
-．ユ５１
．０５３
．０３２
．１８０
-．１３０
-．０６０
．１０８
-．０１４
-．１４８

．１５４
-．０１１
．１９１
．９７２
．７６６
．４９３
．３５６
．１５４
．１８８
２．２５５

Ⅵ
■■■■■■■■■■■■■■■

、１８４
．１６９
．０６８
-．１９８

．０１５
．１３９
-．１０７
-．０３５
．３０７
．１５１
．１９７
-．１２７
．０９６
．１７６
．１４８
．１５８
-．１８５
-．１８４
．１４５
．０９２
．２５６
-．１６７

．４９６
．４６６

-

１．０５２

Ⅳ
■■■■■■■■■■■■■

、０４８
．２２３
-．０８４

､０１４
-．２１２

．０２７
．０１２
．２６７
-．２０８
-．００４
．００７
．０５９
．０２１
．１３４
．７４３
．７０７
．５８２
．５７５
．０２９
．０３５
．０８５
-．１０４
．０５３
-．０２８
１■■■■■■■■■■■■

１．９８７

Ⅲ
、０９５
．０４２
．１６３
-．２７１
．２８０
-．０３８
．０１７
-．０１０
．１５３
-．１８５
．１９２
．９ユ０
．７２８
．６６６
．００４
-．０１５
．０７７
．２０５
．０４４
．１０３
-．２７７
．２２４
-．０８０
．２８３
２．３６２

Ｉ
■Ⅱ■■■■■■■■■■■

、７８０
．７．ユ
，７３７
．６８７
．４２８
-．２６１

．１７２
．００９
．０２９
．１６３
．０７７
．０８２
-．０１３
-．０４６

．０１４
．００１
．２２５
-．１５４
-．１６８
-．０１０
．３１３
．１８０
．０７６
．１４３

■■■■■■■■■■■■■

２．７５６

Ⅱ
■■■■■■■■■■■■■-．０４２
-．０７８
-．０８３
．１１３
．１０３
．９９７
．７０４
．５７５
．５ユ４
．４０２
．３９２
-．０４３
-．０３１
．０９５
．０５８
-．０５７
-．０２４
．１４０
-．１４１
-．０２７
．０２４
．３１６
．１９６
-．１２７
２．６５２

Ⅵ
､１７５
．１０１
．２２６
．１７９
．０７４

因子間相関
自治体職員研修
教育活動等への人的支援
学習機会の充実支援
大学教育の開放
地域課題への取組
大学の研究活動

Ⅳ一諏評罪
Ｖ
６００
６２０
３７８
２４０

Ｉ Ⅱ｜卿 Ⅲ
■■■■■■■■■■

､４６２
．４５５､４９７

．４６２
．２１０
．６００
．１７５

､４５５
．３３４
．６２０
．１０ユ

､３０３
．３７８
．２２６

,２４０
，１７９ ０７４

次に、第２因子は６項目から構成される。具体的には、「学生が専門を生かして、小・
中学校等の授業を手伝う」、「学生の社会貢献活動（ボランティア活動等）を推進する｣、「留
学生と地域社会との交流を進める｣、「大学教職員を市町へ講師や助言者として派遣する」
などである。本稿では「地域での教育活動等への人的支援」と命名するが、特に学生の地
域における活動に関して高い負荷量を示しており、実際に一緒に動いてくれる学生への期
待が強い。
第３因子は「お住まいの市町で､公開講座を行う」、「住民向けの講演会を実施する｣、「充

実した公開講座を開講する」の３項目から構成され、ここでは「学習機会の充実支援」と
命名する。特に、「お住まいの市町で、公開講座を行う」の負荷量が高い。
第４因子は、「学部や大学院に夜間開講の授業を設ける｣、「大学の社会人入学の定員を

増やす」など４項目から成り、社会人が大学教育を受けられるようにすることを期待する
項目である。大学教育を地域に開放することに関する項目で構成されているため、ここで
は、「大学教育の開放」と命名する。
第５因子は、「地域住民が具体的課題について相談できる環境をつくる｣、「地域の活性

化のためのプログラムを開発・提供する」など４項目から構成されている。これらは、地
域の具体的課題について大学から知恵を出すことであり、「地域課題への取り組み」と命名
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する。この因子は第１因子との関連が大きい。
第６因子は、「実際的、または実践に直結する研究を推進する」など、研究に関わる項
目で、「大学の研究活動」と命名する。
阿部らの市町村調査では、「地域連携・交流｣、「大学に向かう開放」「地域へ向かう大学

表１０高齢化率による比較開放」「人材育成」「資格・免許」
有意差

自治体職員研修
教 育 活 動 等 へ の 人 的 支 援 - ４
学 習 機 会 の 充 実 支 援 ９ - ３ ６ ０ - ０ ２ 低 > 中 ＜
大 学 教 育 の 開 放 - ２ ３ - １ ４ ８
地 域 課 題 へ の 取 組 １
大学の研究活動

の５因子が析出されている。今回
の析出された因子とは異なってい
るが、自治体職員と社会教育委員
の大学の地域貢献を考える要因の
違いと考えられる。

、１３６
-．１０２
-．０２８
-．１４８
．０１５
-．１０８

､１０２
．３１２
．２９９
．２２２
．１２７
．０１５

-．２４１
-．１４６
-．３６０
-．０２３
-．１９５
-．０６１

表１１人口密度による比較

低 密 度 中 密 度 高 密 度
自治体職員研修
教育活動等への人的支援
学習機会の充実支援
大学教育の開放
地域課題への取組
大学の研究活動

-．１３１
-．０５４
-．３８５
．１７２
．０１７
．００５

一．０３０
．１１７
．２８０
．２５７

-．０９２
．０６４

、０９１
．０４１
．０３２
-．２０１
．００７
-．１４９

(2)地域の特性による期待の相違
ここで得られた因子構造をもと

に、大学による地域貢献への期待
がそれぞれの地域特性とどのよう
な関連があるか、それらの地域特
性が期待度にどのように反映して
いるのかを明らかにするために、
因子得点により平均値を比較した
(表１０～16)。表中の数値は、各群
毎の因子得点の平均値を示してい
る。
先に述べたように、評定値のみ
では全体として解釈可能な結果は
得られておらず、ここでも、幼少
児童など若年層の多少については、
何ら関係は認められなかった。そ
れ以外の特性についてもさほど顕
著な関連は認められなかったが、
いくつかの特徴的な傾向も認めら
れるので、その部分のみを示して
おきたい。
高齢化率については、ここでの
６因子の内､｢地域における学習機
会の充実支援」については、極端
に高齢化が進んでいる地域では相
対的に期待が弱い。あまりにも高
齢化が進んでいる地域では、大学
教員などから学習支援を受けよう
とする意欲が認められないことが

中<高（p<､05）

表１２近年の合併の有無による比較
合併なし合併あり

自治体職員研修
教育活動等への人的支援
学習機会の充実支援
大学教育の開放
地域課題への取組
大学の研究活動

０２１
０６７
０６０
２５２
１４０
１７４

６

０

２

０

０

７

２

１

８

３

３

０

０

０

０

１

１

２

●

●

●

■

●

●

一

一

一

一

一

なし>あり（p<､０５）

なし>あり（p<､０５）

表１３人口増減率による比較

自治体職員研修
教育活動等への人的支援
学習機会の充実支援
大学教育の開放
地域課題への取組
大学の研究活動

一．０１９
-．１２９
-．１６６
-．１００
-．０１２
-．１１１

、０１３
．２８１
．１９４
．２２７
-．０２３
．０５０

減少‘増加ｐ〈、０５
減少/増加（ｐ〈､１０）
減少<増加（ｐ〈・１０）

表１４自然増減率による比較
減 少 増 加

自治体職員研修
教育活動等への人的支援
学習機会の充実支援
大学教育の開放
地域課題への取組
大学の研究活動

０３３
２８２
２３７
２７８
００４
１１７

-．０２９
-．１０９
-．１７２
-．１１２
-．０２８
-．１４１

減少<増加
減少‘増加
減少〈増加

(ｐ＜・１０）
(ｐ＜、０５）
(ｐく．０５）

表１５社会増減率による比較

ヨ治体職員研修
攻育活動等への入
韓習機会の充実爵
大学教育の開放
也域課題への取淵
大学の研空活動

表１６社会移動率による比較

干
串
〒
命
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窺える。
この「地域における学習機会の充実支援」は、主として大学教員による充実した講演や

公開講座に対する期待であり、これに関連する特性がいくつか認められる。例えば、人口
密度、人口増減率、自然増減率などで関連が認められ、人口が増加し人口密度が高い地域
の方が、住民が集中している地域の方が、相対的に期待が大きい。
人口が増加傾向にある地域では、この学習機会の充実以外にも、地域での教育活動等の

対する人的支援」を期待し、大学教育の地域住民への開放を期待している。人口が増加す
る地域では、さまざまな新たな解決すべき課題を抱えることになり、さまざまな形での大
学に対する支援を期待することを窺わせる。
規模が大きくなることを目指した市町村合併が盛んであるが、近年それを実現したか否

かについては、合併をしない市町の方が大学教育の開放を期待している等の傾向を示して
いる。

５．おわりに-今後の課題
今回の分析は、大学の地域貢献についての地域の期待を明らかにする研究の一環として

位置づけられるが、先行研究での市町村レベルでの自治体としての期待とは若干の違いが
あることが明らかとなった。また、大学の地域貢献に対する期待を考える要因についても
異なる因子が析出されている。このような違いはそれぞれの地域における立場の違いと考
察することもできると思われるが、そうであるとすれば、社会教育委員のように地域の中
では社会教育に詳しいと思われる人達と一般の住民の間にも差がある可能性がある。社会
教育委員に対する調査であったこともあり、回答者は５０歳代以上がほとんどであった。そ
のような回答者の年齢も影響しているのかもしれない。このような点について、さらに検
討を重ねる必要があるであろう。
また、今回の分析では地域特性による差はあまり認められなかった。これは、大学に対

する期待が今回取り上げたような地域特性にはあまり影響を受けないことを意味するのだ
ろうか。しかし、全国的に見ると、石川県内の地域差では影響を与えるほどではないとも
考えられる。地域特性の影響を検討するためには他の都道府県の市町との比較などが必要
である。
今回の地域の特性と因子構造の関係の分析によって、高齢化が進んでいる地域では、生

涯学習環境の整備が必要であると考えられるものの、高齢者の、大学教員が提供するよう
な学習機会に対する意欲が必ずしも高くないことが窺われた。一方で、人口が増加し多い
地域では､生涯学習環境のみならず､それぞれの地域の解決すべき課題が多いこともあり、
大学への期待は大きい。このような地域特性に応じた大学の地域貢献を考えることも必要
であろう。
今後の課題としては他にも考えられるであろうが、以上のようなことは課題としてあげ
られるであろう。
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